
いじめの定義 【いじめ防止対策推進法第２条】 

組織対応の重要性とそのポイント 

熊本県いじめ防止基本方針の要点 

 

 

法 律 上 の い じ め 

社会通念上のいじめ 
・「力の差」（強いものが弱いものに
対して） 
・「継続的」 
・「意図的」 

Etc. 
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この法律において「いじめ」とは、児
童等に対して、当該児童等が在籍する
学校に在籍している等当該児童等と一
定の人的関係にある他の児童等が行
う心理的又は物理的な影響を与える行
為（インターネットを通じて行われるもの
を含む。）であって、当該行為の対象と
なった児童等が心身の苦痛を感じてい
るものをいう。 

行為

心身の苦痛

法律上のいじめ

いじめの未然防止の取組は大変重要ですが、一方で学校は
成長途上にある児童生徒が集まる場所である以上、人間関係
のトラブルが全く生じないことはあり得ません。重要なのは、発
生したいじめ事案の解決を自校の最優先課題と位置づけ、重
篤化させないことです。組織的に対応することは、中長期的に
みて、全ての児童生徒及び教職員が安全・安心な教育活動を
継続するための最善策であることを認識しましょう。 

早期発見と
情報共有

適切な
初動対応

客観的な
事実確認

対応方針の
決定と説明

 
 
□ いじめは重大な人権侵害であるという認識をもっている。 
□ いじめの定義を理解している。 
□ 「いじめはどの児童生徒にも起こりうる」という認識をもっている。 
□ 学校の「いじめ防止基本方針」の内容を、毎年度確認している。 
□ 「校内いじめ対応マニュアル」にある適切な対処などを理解し、実行している。 
□ 気になることがあったときには、一人で抱え込まず、他の教職員や管理職に相談している。 
□ いじめを認知した際は、確実に保護者にその旨を伝えている。 
□ 「いじめが解消している状態」とはどのような状態であるか理解している。 
□ いじめの解消を判断する際は、当該児童生徒及び保護者への確認を確実に行っている。 
□ いじめに係る研修会等に積極的に参加し、資質向上に努めている。 
 
 
□ すべての児童生徒の気持ちや状況を把握する工夫を行い、面談等につなげている。 
□ 「いじめは決して許されない」ことを様々な機会に児童生徒に発信している。 
□ いじめについて考えさせる授業や機会を学期に何度か設定している。 
□ コミュニケーション能力を育み、互いに認め合える集団づくりや授業をしている。 
□ ＳＮＳやインターネットとの正しい向き合い方を計画的に指導している。 
□ 自らの言動が、いじめを助長することがないように意識している。 
 
 
□ 児童生徒の小さな変化や気になる言動を見逃さず、いじめかもしれないとの考えを持ち、積極的に他の教職

員と情報共有している。 
□ 相談窓口等を周知するとともに、児童生徒が相談しやすい雰囲気づくりに努めている。 
□ 児童生徒が、いじめについて相談できる力（援助希求能力）を育んでいる。 
□ 情報（アンケートの結果等）を他の教職員と共有し、適切に保管している。 
 
 
□ 被害を受けている児童生徒の気持ちを理解し、守ることを第一に考え、行動している。 
□ 情報集約担当者が誰か知っている。 
□ いじめの訴えから、事実の確認を行う際は、収集すべき情報（いつ・どこで・だれが・なぜ・どのように等）を理

解している。 
□ いじめの定義を理解した上で、事情を聴いている。 
□ 聴き取りなどを行う際、児童生徒個別の事情やその場の状況等を配慮している。 
□ いじめの対応について連携できる関係機関・専門機関とそれぞれの役割について理解している。 
□ 被害側･加害側とも保護者に対して、いじめの事実や今後の方針等、丁寧に説明、対応している。 
 
 
□ どのような事態が「重大事態」にあたるかを理解している。 
□ いじめ重大事態の発生報告や調査組織に関する事項などについて理解している。 

＜基本認識＞ 

＜未然防止＞ 

＜早期発見＞ 

＜早期対応＞ 

＜重大事態への対応＞ 

生徒指導リーフ

（国立教育政策研究所）

いじめ対応に係る事例集

（H30年9月文部科学省）

いじめ対応セルフチェック
シート（令和元年6月大阪

府教育委員会）

「いじめ防止対策推進法」
などのいじめの問題に対
する施策（文部科学省ＨＰ）

県いじめ防止基本方針

いじめ防止等リーフレット

（熊本県教育委員会ＨＰ）

  特定の教職員のみによることなく、法第２２条の「学校いじめ対策組織」を活用して行う。 
  表面的形式的にすることなく、いじめられた児童生徒の立場に立って行わなければならない。けんか

やふざけ合いであっても児童生徒の被害性に着目し心身の苦痛を感じていれば積極的に認知する。 

  教職員はいじめに関する情報を抱え込まず、「学校いじめ対策組織」内に設置された「情報集約担当
者」に情報を提供する。また、対応方針の決定は、教職員個人の判断ではなく、「組織」で行う。 

  いじめられた児童生徒の立場に立って、いじめに当たると判断した場合にも、その全てが厳しい指導
を要する場合であるとは限らない。例えば、好意から行った行為が意図せずに相手側の児童生徒に
心身の苦痛を感じさせてしまったような場合、軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐに加害者が謝罪し
教員の指導によらずして良好な関係を再び築くことができた場合等においては、学校は、「いじめ」とい
う言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応による対処も可能である。 

  心身の苦痛を感じる要因となった行為が、犯罪行為である場合等においては、警察等の関係機関と
連携する。 ＜参考資料＞ 

いじめの解決 ⇒ 学校における最優先課題 

い じ め の 認 知 

情報共有と組織対応 

 

事 案 に応 じた対 応 

 

（問い合わせ）熊本県教育庁 県立学校教育局 学校安全・安心推進課 
ＴＥＬ：０９６－３３３－２７２０  Mail：gakkouanzen@pref.kumamoto.lg.lp 

このギャップをしっかり認識することが大切 

「心身の苦痛」を感じれば、「法律上のいじめ」に該当する。 

い じ め の 防 止 

  心の通う対人関係を構築できる社会性のある大人へと育み、子供に将来の夢やそれに挑戦する意
欲を持たせることで、「いじめをしない」「いじめをさせない」「いじめに負けない」集団づくり、いじめを生
まない土壌をつくり上げる。 

©2010 熊本県くまモン



 

 

 
「学校いじめ対策組織」（法第２２条） 

情報共有と調査方法等の確認 
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いじめの「早期発見・早期対応から解消」までの流れ 

心のアンケート 
いじめ匿名連絡サイト 

教育相談 
（計画的・随時） 

児童生徒、保護者等 
からの訴えなど 

教職員の気付き 
（日常的な観察等） 

〔解決までの流れ（例）〕 

○ 被害の訴えのあった児童生徒からの聴取 
○ 加害の疑いのある児童生徒からの聴取 
○ その他の児童生徒からの聴取 
○ 関係教職員からの情報収集 

○ 事実確認の整理といじめの認知 
〇 児童生徒及び保護者への説明 

○ 対応方針に関する関係児童生徒保護者等
への説明 

○ 対応方針及び役割分担の決定 
（再発防止、心のケア、別室・特別指導等） 

○ 対応方針に対する全職員の共通理解 
○ 児童相談所・警察との連携・調整 

〇 被害児童生徒への支援・ケア 
〇 加害児童生徒への指導・支援・ケア 
〇 関係保護者との情報共有・支援 
〇 他の児童生徒、保護者等への対応等 
〇 ＰＴＡ・地域との連携 
〇 関係機関等との連携 

○ 被害児童生徒及びその保護者との面談
や教育相談による確認 

○ 関係児童生徒への聴取及び行動観察 
○ 認知後のいじめアンケート等の回答状況 

情報集約担当者 

 

 

  授業や休み時間等における普段の態度や会話などの中

から、いじめの兆候がないか観察する。 

  保護者からの訴えは、複数で対応。訴えを否定せず、いじ

めの疑いがあるものとして傾聴し、記録に残す。 

  「情報集約担当者」へ直ちに報告する。 

 

  事実確認等の調査は、生徒指導主事や教育相談担当な

どが中心となり、計画的組織的に実施する。 

  児童生徒からの聴き取りは、性別や背景等に応じた適切

な配慮を行い、原則複数名で行う。また、複数の児童生徒

が関係している場合は、個別に聴取し、その後、聞き取った

内容の整合性を確認する。 

  事実確認段階では、決していじめか否かの判断や説諭等

を行わない。話を最後まで傾聴し、主観を挟まず客観的事

実を記録し、中立性を確保し、組織的に共有する。 

  いじめの最終的認知は、法の定義に基づき、校長が行う。 

  事実確認後は、速やかに家庭訪問等を行い、丁寧に説明

する。 

 

  対応方針の最終的な決定は、多くの教職員の意見を踏ま

え、校長が行う。 

  心身の苦痛を与えた行為が犯罪として取り扱われるべき

ものであると認める時は、躊躇なく警察と連携し対応する。 

  対応方針の決定後は、速やかに関係児童生徒及び保護

者に説明し、解決に向けた理解と協力を得る。 

  被害の児童生徒及び保護者に対して、「守り抜く」という姿

勢を示す。 

 

  支援や指導は、事案に応じて関係機関や専門家等の助

言を得ながら、計画的・組織的に実施する。 

  関係保護者に対しては、支援や指導の進捗状況や見通し

等について適切に情報提供する。 

 

  次の２つの条件が満たされていることを含め、「学校いじ

め対策組織」で児童生徒の状況等を総合的に検討した上

で、校長が判断する。 

<条件１>いじめに係る行為が止んでいる。 

（少なくとも３カ月を目安とする。） 

<条件２>被害児童生徒が心身の苦痛を感じてない。 

（面談等により確認する。） 

〔対応のポイント〕 

早期発見 

調査方法の確認と認知 

対応方針の決定 

解消に向けた取組 

解消の判断 

 

 

  児童生徒たちの日常の言動の中にある「いじめの芽」の発見。日常に潜む些細な言動に教師が無頓着で

あれば、いじめに対する暗黙の了解を与えてしまう。 

  決して情報を一人で抱え込まない。特に、いじめの訴えについては、知り得た情報を速やかに「情報集約

担当者」へ必ず報告する。 

 

  保護者からいじめの訴えがなされた場合でも、被害を訴えている児童生徒から直接事情を聴いた後、加

害行為が疑われている児童生徒への事情聴取を行う。（加害児童生徒を決めつけないことが重要） 

  いじめの加害行為が疑われる児童生徒には、「どんな行為を行ったのか」を中立の立場で客観的に確認

する。また、児童生徒が安心して言葉にできるよう配慮することが重要。加害者と決めつけたり、説諭したり

することは厳禁。「いじめをしていないのに叱られた」といった不満が残らないように、当該児童生徒や保護

者に対して、丁寧な説明を行う。 

  威圧的な言動による聴き取りがあると、聴き取った内容の任意性・信ぴょう性が失われる。暴言・体罰等

は絶対に行わない。 

  他の児童生徒への事情聴取は、「困っている人がいるので、協力してほしい」といったスタンスで行う。 

  事情聴取を担当する教職員の人選については、担任任せにせず組織的に行うことが重要。関係児童生徒

や保護者に寄り添う担任や副担任の立場が担保されるよう組織的な配慮が必要。 

  保護者には、確認した事実や認知の有無、その後の見通しについて説明する。事案の重大性に照らし、

校長を含む適切な立場の教職員が行い、学校組織として対応していることをしっかりと伝える。 

 

  対応方針が決まらずに、別室指導や自宅待機等の期間が長期化することは望ましくない。長期化する場

合は、その旨及び出席日数等の扱いを丁寧に説明し、理解を得ることが重要。 

  対応方針の決定等に迷う場合等は、速やかに関係機関や教育委員会に相談し、いじめ問題等緊急支援

員（学識経験者、弁護士、ＳＣ、ＳＳＷ等）の派遣要請を行うなどして、専門家等の意見求める。 

  役割分担の決定後は、それぞれの教職員が自分の果たすべき役目や留意点について情報交換できるケ

ース会議等を設ける。 

  決定した指導方針等は、当該児童生徒保護者に学校の考えや思いを交えて丁寧に説明し、承諾を得なが

ら進めることが重要。途中で方針を変更した場合も十分な説明を行う。 

 

  いじめを受けた児童生徒と保護者に対しては、安心して相談できる場を設定し、訴えや要望を誠実かつ共

感的に受け止め、ＳＣやＳＳＷ等と連携しながら、不安等の解消を図る。過剰な要求等に対しては、毅然と

対応することが重要であるが、その要求の背景にある事情等にも十分留意する。 

  いじめを行った児童生徒に対しては、自らの言動が相手を傷つけていることに気付かせ、自分はどうすべ

きだったか、今後どうしていくかを内省させ、行動化につなげる。また、ＳＣやＳＳＷを積極的に活用するな

ど、単なる処罰にならないよう心理面からの支援やケアも重要。 

  傍観したり、無関心でいたりする児童生徒に対しては、「ＳＯＳの出し方に関する教育」と関連させながら、

いじめは学級や学年等集団の課題であるとして、必要な説諭や指導等を行う。 

  学校が謝罪の仲介を行う場合は、十分な準備と調整の上、和解の見通しをもって謝罪の場を設定する。 

 

  いじめに係る行為が止んでいるか、被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないかどうかを、表面的な観

察だけで判断することは出来ない。一見仲直りをしているようでも、水面下でいじめが継続しているケース

があるため、当該児童生徒及び保護者と面談するなどして、解消とする旨の了承を得ることが重要。 

  解消後も当該児童生徒・保護者の安心感が損なわれないよう必要な配慮や見守りを継続する。 

〔留 意 点〕 

早期発見 

調査方法の確認と認知 

対応方針の決定 

解消に向けた取組 

解消の判断 

【いじめ問題に対する正しい理解】  【「児童生徒・教職員・保護者・地域」間の風通しのよい関係】  【多様な生き方や価値観を認め合える学校】 

いじめの未然防止 


